








財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

① �海外連結子会社であるモリセイキ　U.S.A., INC.本社事務所として利用しておりました土地、建物、機械装置及び備品については、2010年3月31日
終了年度において売却価額が決定したことに伴い、前年度における評価額との差額を減損損失として認識いたしました。 
土地、建物、機械装置及び備品の回収可能価額は、正味売却価額により評価しております。

② �海外連結子会社であるTOBLER S.A.S. が計上しておりましたのれんについては、営業活動による収益性の低下が認められることから、のれんを全額
減損損失として認識いたしました。 
のれんの回収可能価額は、使用価値を使用しており、将来キャッシュ・フローの見積りによって算定しております。

③ �国内連結子会社である株式会社太陽工機が部品倉庫として利用しておりました土地、建物等については、将来の使用が見込まれない遊休資産となった
ことに伴い、減損損失を認識いたしました。 
土地、建物等の回収可能価額は、不動産鑑定評価基準による鑑定評価額により評価しております。

2011年3月31日終了年度に計上した減損損失はありません。

8. 退職給付
当社及び国内連結子会社6社は確定拠出年金制度を採用し、その他に国内連結子会社2社は、中小企業退職金共済制度及び総合設立型の厚生年金基金等

に加入しております。また、一部の海外連結子会社では確定給付型の年金、退職一時金制度、または確定拠出年金制度を導入しております。
国内連結子会社の加入する厚生年金基金は総合設立型であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算できません。なお、当該年金基金の年金

資産額のうち、2011年及び2010年3月31日現在の掛金拠出割合を基準として計算した国内連結子会社分の年金資産はそれぞれ876百万円（10,535千米
ドル）及び432百万円です。

2011年及び2010年3月31日終了年度における中小企業退職共済制度及び総合設立型の厚生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

一部の連結子会社の確定給付年金制度による従業員の退職給付にかかる未積立退職給付債務及び年金資産の積立状況並びに2011年及び2010年3月
31日現在の連結貸借対照表に計上された退職給付引当金は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

（1）退職給付債務 ¥� （1,190） ¥� （1,104） $�（14,311）
（2）年金資産 808 735 9,717
（3）未認識退職給付債務（1）＋（2） （382） （369） （4,594）
（4）未認識数理計算上の差異 73 57 878

（5）退職給付引当金（3）＋（4） ¥� （309） ¥� （312） $� （3,716）

2011年及び2010年3月31日終了年度の退職給付費用の内訳は以下のとおりです。
単位：百万円 単位：千米ドル

2011 2010 2011
勤務費用 ¥� 66 ¥� 83 $� 794 
利息費用 23 102 277
期待運用収益 （28） （61） （337）
数理計算上の差異の費用処理額 ー 113 ー
確定拠出年金への支払額 840 887 10,102
中小企業退職金共済制度への支払額 11 13 132
総合設立型の厚生年金基金への支払額 14 13 168
特定退職金共済制度への支払額 34 36 409

合計 ¥� 960 ¥�1,186 $� 11,545 

上記退職給付費用の他2010年3月31日終了年度において、当社及び国内連結子会社1社における早期退職者優遇制度実施に伴う退職一時金6,178
百万円、海外連結子会社1社における確定給付型の年金売却に伴う売却損548百万円をそれぞれ事業構造改革費用として特別損失に計上しております。

2011年及び2010年3月31日終了年度の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項は次のとおりです。
2011 2010

（1）割引率 3.00％ 3.00～5.55％
（2）期待運用収益率 4.00％ 4.00～6.39％
（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

（4）数理計算上の差異の処理年数
9年

（従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数）

1～10年
（従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数）
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9. 短期銀行借入金及び長期債務
2011年及び2010年3月31日現在の短期銀行借入金の加重平均利率はそれぞれ0.44%及び0.45%です。

2011年3月31日現在、当社及び国内連結子会社2社は効率的な資金調達を行うため、取引銀行3行と当座貸越契約を締結しており、また、2010年3月31日
時点で当社は、取引銀行2行と当座貸越契約を締結しておりました。
この契約に基づく2011年及び2010年3月31日現在の借入未実行残高は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

当座貸越限度額 ¥� 38,550 ¥� 46,300 $�463,620
短期借入金 （20,632） （6,100） （248,130）

借入未実行残高 ¥� 17,918 ¥� 40,200 $�215,490

2011年3月31日現在、当社は、効率的な資金調達を行うため、取引銀行22行とコミットメントライン契約を締結しており、また、2010年3月31日時点で
当社及び国内連結子会社1社は、取引銀行22行とコミットメントライン契約を締結しておりました。
この契約に基づく2011年及び2010年3月31日現在の借入未実行残高は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

貸出コミットメント限度額 ¥� 50,000 ¥� 51,200 $	601,323
短期借入金 （24,540） （12,450） （295,129）

借入未実行残高 ¥� 25,460 ¥� 38,750 $	306,194

2011年及び2010年3月31日現在の長期債務の内訳は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

社債：
　　ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（返済期限:2013年3月期） ¥	 2,583 ¥� 2,583 $	 31,064
ファイナンス・リース債務:
　　長期ファイナンス・リース債務 4,262 4,513 51,257
小計 6,845 7,096 82,321
　　短期債務控除 （278） （271） （3,343）

長期債務純額 ¥	 6,567 ¥� 6,825 $	 78,978

2011年3月31日以降、各年度の返済予定額は次のとおりです。

3月31日に終了する年度 単位：百万円 単位：千米ドル
2012 ¥� 278 $� 3,343 
2013 2,888 34,732
2014 305 3,668
2015 292 3,512
2016 209 2,514
2017 及びそれ以降 2,873 34,552

合計 ¥�6,845 $�82,321 

当社は2005年6月13日にユーロ円建転換社債型新株予約権付社債11,615百万円を発行しました。
概要は次のとおりです。

新株予約権の目的となる株式の種類	 当社普通株式
新株予約権の発行価額	 無償
新株予約権の行使価格	 1,312.3円
社債の発行価額	 11,615百万円
新株予約権の行使により発行した株式の発行価額	 9,006百万円
行使期間	 2005年6月27日から2012年5月29日まで

社債権者が新株予約権を行使したときは、社債の金額の償還に代えて新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき金額の払い込みがあったとみなします。
なお、2009年12月9日を払込期日とする公募増資、及び2009年12月28日を払込期日とする第三者割当増資を実施したことにより、新株予約権の行使価格

を1,366.3円から1,312.3円に調整しております。
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

10. 法人税等
当社及び国内連結子会社に課せられる法人税等は、法人税、住民税及び

事業税からなります。それらを合計した法定実効税率は、2011年及び2010年
3月31日終了年度において、40.49%でした。海外連結子会社には、所在国
の税法が適用されます。

2011年3月31日終了年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳は次のとおりです。
2010年3月31日終了年度において税金等調整前当期純損失を計上した

ため、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因となった主な項目別の内訳は開示しておりません。

2011
法定実効税率 40.49%
法人税等の調整項目：

評価性引当額 （52.81）
交際費等永久に損金に算入されない項目 20.22
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 （44.81）
住民税均等割 5.95
子会社への投資に係る一時差異 23.42
その他 （0.15）

税効果会計適用後の法人税等負担率 （7.69）%

2011年及び2010年3月31日現在の繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

流動の部
繰延税金資産（流動資産に計上）：

たな卸資産 ¥� 355 ¥� 941 $� 4,269 
たな卸資産未実現損益消去額 184 317 2,213
貸倒引当金 2 2 24
未払事業税 62 38 746
繰越欠損金 759 ー 9,128
その他 923 798 11,101

繰延税金資産小計 2,285 2,096 27,481
評価性引当額 （223） （1,562） （2,682）

繰延税金資産合計 ¥� 2,062 ¥� 534 $� 24,799 
繰延税金負債との相殺額 － ー －
繰延税金資産の純額 ¥� 2,062 ¥� 534 $� 24,799 

繰延税金負債（流動負債に計上）：
その他 ¥� （16） ¥� （36） $� （193）

繰延税金負債合計 （16） （36） （193）
繰延税金資産との相殺額 － ー －
繰延税金負債の純額 ¥� （16） ¥� （36） $� （193）

固定の部
繰延税金資産（投資その他の資産に計上）：

たな卸資産 ¥� 575 ¥� 401 $� 6,915
投資有価証券評価損 927 726 11,149
減価償却費 898 905 10,800
一括償却資産 31 28 373
貸倒引当金 18 18 216
繰越欠損金 13,070 13,805 157,186
その他 720 2,244 8,659

繰延税金資産小計 16,239 18,127 195,298
評価性引当額 （15,865） （16,546） （190,800）

繰延税金資産合計 ¥� 374 ¥� 1,581 $� 4,498
繰延税金負債との相殺額 － （12） ー
繰延税金資産の純額 ¥� 374 ¥� 1,569 $� 4,498 

繰延税金負債（固定負債に計上）：
繰延ヘッジ損益 ¥� （324） ¥� （642） $� （3,897）
資産圧縮積立金 （102） （105） （1,227）
その他有価証券評価差額金 （504） （387） （6,061）
その他 （457） （106） （5,496）

繰延税金負債合計 （1,387） （1,240） （16,681）
繰延税金資産との相殺額 － 12 ー
繰延税金負債の純額 ¥� （1,387） ¥� （1,228） $�（16,681）

土地再評価差額金に係る繰延税金負債（固定負債に計上）：
再評価に係る繰延税金負債 ¥� （1,699） ¥� （1,699） $�（20,433）
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11. 資産除去債務
（1）資産除去債務の概要

当該資産除去債務は国内テクニカルセンタ事務所等賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を契約開始から20年と見積り、割引率は2.179％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

（3）2011年3月31日終了年度における当該資産除去債務の総額の増減

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2011

期首残高（注） ¥� 61 $� 734
その他の増減額 1 12
期末残高 ¥� 62 $� 746

（注）�2011年3月31日終了年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 2008年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 2008年3月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

12. 株主持分
会社法は資本準備金と利益準備金の合計額が、資本金の25％に達するまで、配当原資に応じて、配当額の10％と同額を資本剰余金に含まれる資本準備金

か、利益剰余金に含まれる利益準備金への積み立てを規定しております。会社法では、株主総会または一定の要件を満たせば取締役会の決議によりいつでも
剰余金を分配することができます。
当社の2010年3月31日終了年度における利益準備金は2,650百万円でした。
2011年3月31日終了年度において利益準備金は計上しておりません。

普通株式及び自己株式情報
2011年及び2010年3月31日終了

年度における普通株式及び自己株式の
変動状況は次のとおりです。

株式数
2011

2010年3月31日現在 増加 減少 2011年3月31日現在
普通株式 118,475,312 ― ― 118,475,312
自己株式 7,892,985 720 198 7,893,507

新株予約権情報
ストック・オプションとしての新株

予約権は、権利行使期間の初日が
到来しておりません。

株式数
2010

2009年3月31日現在 増加 減少 2010年3月31日現在
普通株式 96,475,312 22,000,0000 ― 118,475,312
自己株式 7,925,975 1,198 34,188 7,892,985
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

ストック・オプション情報
当社及び国内連結子会社2社はストック・オプション制度を採用しております。当社及び国内連結子会社の役員、従業員へ割り当てられた以下のストック・

オプションの内容は各定時株主総会で決議されております。
 2011年及び2010年3月31日終了年度におけるストック・オプションに係る損益計上額及び科目名は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2011 2010 2011

売上原価 ¥     94 ¥    276 $ 1,130

販売費及び一般管理費 248 416 2,983

特別損失（事業構造改革費用） ― 13 ―

特別利益（新株予約権戻入益） ¥ 1,406 ¥      ― $16,909

会社名 決議年月日 総付与数 行使期間

当社 2005年 6月29日 2,798,000 	 2007年	 7月	 1日	 から 2010年	 6月	 30日

当社 2008年 6月18日 4,155,000 	 2010年	 7月	 1日	 から 2013年	 6月	 30日

当社 2009年 6月17日 2,250,000 	 2011年	 7月	 1日	 から 2014年	 6月	 30日

当社 2010年 6月18日 830,000 	 2012年	 7月	 1日	 から 2015年	 6月	 30日

株式会社太陽工機 2008年 6月20日 50,400 	 2010年	 7月	 1日	 から 2013年	 6月	 30日

株式会社太陽工機 2009年 6月19日 59,900 	 2011年	 7月	18日	 から 2014年	 7月	 17日

株式会社ビー・ユー・ジー 2007年12月13日 42,110 	 2009年	12月	21日	 から 2013年	12月	 21日

株式会社ビー・ユー・ジー 2008年 3月28日 18,340 	 2010年	 4月	 1日	 から 2014年	 4月	 1日

株式会社ビー・ユー・ジー 2008年12月11日 710 	 2010年	12月	20日	 から 2014年	12月	 20日

株式会社ビー・ユー・ジー 2011年 1月17日 52,670 	 2014年	 7月	 1日	 から 2018年	 6月	 30日

2011年3月31日終了年度におけるストック・オプションの規模及びその変動状況は次のとおりです。
会社名 当社 当社 当社 当社 株式会社太陽工機

決議年月日 2005年6月29日 2008年6月18日 2009年6月17日 2010年6月18日 2009年6月19日
権利確定前

2010年3月31日現在の未確定残 ― 4,025,500 2,250,000 ― 55,100
付与 ― ― ― 830,000 ―
失効 ― 20,500 2,040,000 830,000 ―
消却 ― 4,005,000 ― ― ―
2011年3月31日現在の未確定残 ― ― 210,000 2,250,000 55,100

権利確定後
2010年3月31日現在の未行使残 1,289,900 ― ― ― ―
権利確定 ― 4,005,000 ― ― ―
権利行使 ― ― ― ― ―
失効 1,289,900 2,919,000 ― ― ―
2011年3月31日現在の未行使残 ― 1,086,000 ― ― ―

権利行使価格（円） ¥ 1,210 ¥ 1,502 ¥ 1,061 ¥ 1,028 ¥ 643
行使時平均株価（円） ― ― ― ― ―
付与日における公正な評価単価（円） ― 174 219 256 284
権利行使価格（米ドル） $ 14.55 $ 18.06 $ 12.76 $ 12.36 $ 7.73
行使時平均株価（米ドル） ― ― ― ― ―
付与日における公正な評価単価（米ドル） ― 2.09 2.63 3.08 3.42
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会社名 株式会社ビー・ユー・ジー 株式会社ビー・ユー・ジー 株式会社ビー・ユー・ジー 株式会社ビー・ユー・ジー
決議年月日 2007年12月13日 2008年3月28日 2008年12月11日 2011年1月24日

権利確定前
2010年3月31日現在の未確定残 41,180 17,780 710 ―
付与 ― ― ― 52,670
失効 31,180 11,780 710 ―
消却 ― ― ― ―
2011年3月31日現在の未確定残 10,000 6,000 ― 52,670

権利確定後
2010年3月31日現在の未行使残 ― ― ― ―
権利確定 ― ― ― ―
権利行使 ― ― ― ―
失効 ― ― ― ―
2011年3月31日現在の未行使残 ― ― ― ―

権利行使価格（円） ¥ 2,000 ¥ 2,000 ¥ 2,000 ¥ 400
行使時平均株価（円） ― ― ― ―
付与日における公正な評価単価（円） （注）― （注）― （注）― （注）―
権利行使価格（米ドル） $ 24.05 $ 24.05 $ 24.05 $ 4.81
行使時平均株価（米ドル） ― ― ― ―
付与日における公正な評価単価（米ドル） （注）― （注）― （注）― （注）―
株式分割を含む特殊事象が発生した場合、上記行使価格を調整することがあります。

（注）�株式会社ビー・ユー・ジーは未公開企業であるため、公正な評価単価を本源的価値により算定しております。また、付与時点における単位あたりの本
源的価値はゼロであるため、公正な評価単価を省略しております。

2010年3月31日終了年度におけるストック・オプションの規模及びその変動状況は次のとおりです。
会社名 当社 当社 当社 当社 株式会社太陽工機 株式会社太陽工機

決議年月日 2004年6月25日 2005年6月29日 2008年6月18日 2009年6月17日 2008年6月20日 2009年6月19日
権利確定前

2009年3月31日現在の未確定残 ― ― 4,094,500 ― 46,800 ―
付与 ― ― ― 2,250,000 ― 59,900
失効 ― ― 69,000 ― 46,800 4,800
消却 ― ― ― ― ― ―
2010年3月31日現在の未確定残 ― ― 4,025,500 2,250,000 ― 55,100

権利確定後
2009年3月31日現在の未行使残 170,900 1,291,900 ― ― ― ―
権利確定 ― ― ― ― ― ―
権利行使 34,000 ― ― ― ― ―
失効 136,900 2,000 ― ― ― ―
2010年3月31日現在の未行使残 ― 1,289,900 ― ― ― ―

権利行使価格（円） ¥ 957 ¥ 1,210 ¥ 1,502 ¥ 1,061 ¥ 1,806 ¥ 643
行使時平均株価（円） 1,054 ― ― ― ― ―
付与日における公正な評価単価（円） ― ― 174 219 428 284
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

会社名 株式会社ビー・ユー・ジー 株式会社ビー・ユー・ジー 株式会社ビー・ユー・ジー 株式会社ビー・ユー・ジー
決議年月日 2004年12月6日 2007年12月13日 2008年3月28日 2008年12月11日

権利確定前
2009年3月31日現在の未確定残 380 41,350 18,200 710
付与 ― ― ― ―
失効 380 170 420 ―
消却 ― ― ― ―
2010年3月31日現在の未確定残 ― 41,180 17,780 710

権利確定後
2009年3月31日現在の未行使残 ― ― ― ―
権利確定 ― ― ― ―
権利行使 ― ― ― ―
失効 ― ― ― ―
2010年3月31日現在の未行使残 ― ― ― ―

権利行使価格（円） ¥ 2,000 ¥ 2,000 ¥ 2,000 ¥ 2,000
行使時平均株価（円） ― ― ― ―
付与日における公正な評価単価（円） ― （注）― （注）― （注）―
株式分割を含む特殊事象が発生した場合、上記行使価格を調整することがあります。

2005年6月29日、2008年6月18日、並びに2009年6月17日開催の定時株主総会決議に基づき発行された当社の新株予約権は、2009年12月9日を
払込期日とする公募増資、及び2009年12月28日を払込期日とする第三者割当増資を実施したことにより、新株予約権の行使価格を調整しております。
 
2008年6月20日開催の定時株主総会決議に基づき発行された株式会社太陽工機の新株予約権は、割り当て対象者との協議に基づき消滅しておりますが、

2009年6月19日開催の定時株主総会及び取締役会決議に基づき発行された新株予約権の一部として引き継がれていることから、実質的に条件変更が
なされたものとみなしてこれらの新株予約権の権利行使価格を1,806円から643円に調整しております。

（注）�株式会社ビー・ユー・ジーは未公開企業であるため、公正な評価単価を本源的価値により算定しております。また、付与時点における単位あたりの
本源的価値はゼロであるため、公正な評価単価を省略しております。
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13. 土地再評価
当社は、土地の再評価に関する法律に基づいて2002年3月31日付で事業用土地の再評価を行いました。その結果、評価差額金のうち評価益に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。再評価を
行った土地の時価は対応する帳簿価額をそれぞれ2011年3月31日現在で　3,062百万円（36,825千米ドル）、2010年3月31日現在で2,858百万円下回って
おります。

14. 偶発債務
2011年及び2010年3月31日現在

の当社及び連結子会社の偶発債務は次
のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

得意先のリース料支払に対する債務保証 ¥ 1,640 ¥ 1,659 $ 19,723
関連会社の借入金に対する保証（※） 2,281 ー 27,432

（※）�MG Finance GmbHの借入金に対する債務保証2,281百万円（27,432千米ドル）のうち、1,140百万円（13,710千米ドル）は別途再保証を受けて
おり、実質的には1,141百万円（13,722千米ドル）となります。

15. 研究開発費
2011年及び2010年3月31日終了

年度の販売費及び一般管理費に含まれ
る研究開発費は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

研究開発費 ¥ 4,809 ¥ 5,632 $ 57,835

16. デリバティブ取引
2011年及び2010年3月31日現在ヘッジ会計が適用されていない未決済のデリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル 
2011 2010 2011

為替予約 契約額 時価 評価損益 契約額 時価 評価損益 契約額 時価 評価損益
売建

米ドル ¥� ー ¥� ー ¥� ー ¥� 320 ¥� （5） ¥� （5） $� ー $� ー $� ー
ユーロ 4,947 728 728 4,169 423 423 59,495 8,755 8,755

合計 ¥�4,947 ¥� 728 ¥� 728 ¥� 4,489 ¥� 418 ¥� 418 $�59,495 $� 8,755 $� 8,755 

2011年及び2010年3月31日現在ヘッジ会計が適用されている未決済のデリバティブ取引の契約額及び時価は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル 
2011 2010 2011

為替予約 契約額 契約額（1年超） 時価 契約額 契約額（1年超） 時価 契約額 契約額（1年超） 時価
売建

ユーロ ¥�4,990 ¥� ー ¥� 800 ¥�15,713 ¥� 9,937 ¥� 1,586 $�60,012 $� ー $� 9,621 

合計 ¥�4,990 ¥� ー ¥� 800 ¥�15,713 ¥� 9,937 ¥� 1,586 $�60,012 $� ー $� 9,621 
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

18. 金融商品
金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
当社及び連結子会社は、主に工作機械の製造及び販売に関する設備投資計画において必要な資金の一部を新株発行等により資金調達しております。

短期的な運転資金については、必要な資金の一部を銀行からの借入金により調達しております。
当社及び連結子会社は、短期の定期預金等によってのみ資金運用し、投機的な取引は行っておりません。デリバティブ取引の目的は、後述のリスクを回避する

ためであり、投機的な目的での取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
受取手形及び売掛金は営業債権であり、顧客の信用リスクに晒されております。グローバルに事業を行う結果発生する外貨建営業債権は為替の変動リスクに

晒されており、輸出実績を踏まえ必要額の範囲内で先物為替予約取引を利用してヘッジを行っております。営業債権のほとんどは3ヵ月以内に決済されるもの
であります。

有価証券及び投資有価証券は主に取引先企業の株式であり、時価の変動リスクに晒されております。
支払手形及び買掛金は営業債務であり、そのほとんどは3ヵ月以内に決済されるものであります。その一部は外貨建であり、為替の変動リスクに晒されて

おりますが、恒常的に同一通貨の売掛金残高の範囲内にあります。
短期銀行借入金の主な目的は、短期の運転資金の調達であります。効率的な資金調達を行うため、月々のキャッシュ・フローを踏まえ１ヵ月以内に借換を

行っております。短期銀行借入金の一部には、財務制限条項が付されております。
短期銀行借入金並びに支払手形及び買掛金は流動性リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建営業債権についての為替の変動リスクを回避するために行う先物為替予約取引であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
（a）信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社及び連結子会社は、与信管理規程に従い、営業債権について定期的に取引先の信用情報を入手するとともに、取引先ごとの与信残高及び期日を管理
しております。

デリバティブ取引を行うに当たってはカウンターパーティーリスクを軽減するために、取引先は高格付けの金融機関に限定しております。
当期末における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表計上額によって表わされております。

17. リース取引
（1）ファイナンス・リース取引

当社及び連結子会社は工場（建物及び構築物）、事務所（建物及び構築物）及び生産設備（機械装置） についてリース取引を行っております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が、2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。当社及び国内連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を資産計上した場合の仮定情報は、2011年
及び2010年3月31日現在、次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

期末残高
相当額

機械装置、車両運搬具
及び器具備品 ¥ 7,279 ¥ 5,691 ¥ 1,588 ¥ 7,959 ¥ 5,064 ¥ 2,895 $ 87,541 $ 68,443 $ 19,098

2011年及び2010年3月31日終了年度の当社及び国内連結子会社の支払リース料はそれぞれ1,396百万円（16,789千米ドル）、1,437百万円になり
ました。リース資産の減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており、2011年及び2010年3月31日
終了年度の減価償却費相当額はそれぞれ1,299百万円（15,622千米ドル）、1,335百万円になりました。また、2011年及び2010年3月31日終了年度の
支払利息相当額はそれぞれ58百万円（698千米ドル）、90百万円になりました。

当社及び国内連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース
取引に関わる2011及び2010年3月31日現在の未経過リース料
期末残高相当額は次のとおりです。

（2） オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引に関わる2011年3月31日現在の

未経過リース料は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
3月31日に終了する年度

2012年 ¥   2,017 $� 24,257 
2013年 及びそれ以降 9,402 113,073

合計 ¥ 11,419 $�137,330

単位：百万円 単位：千米ドル
3月31日に終了する年度

2012年 ¥   1,104 $� 13,277 
2013年 及びそれ以降 569 6,843

合計 ¥   1,673 $� 20,120
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（b）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建営業債権に関する通貨別月別に把握された為替の変動リスクについて、原則として先物為替予約取引を利用してヘッジを行っております。

為替相場の状況により、予定される輸出取引によって確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権は先物為替予約取引を利用してヘッジしております。
有価証券及び投資有価証券の時価を定期的に把握し、発行企業（取引先企業）の財務状況を把握しております。 
デリバティブ取引については、社内規程に基づいて、担当の取締役から決裁を受け、財務部が取引の実行及び管理を行っております。なお、連結子会社は

デリバティブ取引を行っておりません。
（c）流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署から提出される報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成及び更新しております。これにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価は、市場価格あるいは市場価格がない場合には合理的に算出された額に基づいております。これらの計算には変動要因が含まれており、

異なる前提条件を適用した場合には算定される額　が変動することがあります。下記のデリバティブ取引に関する契約額については、その金額自体がデリバティ
ブ取引の市場リスクを表すものではありません。

金融商品の時価に関する事項  
2011年及び2010年3月31日現在の連結貸借対照表計上額、時価及びその差額は次のとおりです。時価の算定が著しく困難なものは含めておりません。

 単位：百万円 単位：千米ドル
2011 2010 2011

帳簿価額 時価 差額 帳簿価額 時価 差額 帳簿価額 時価 差額
資産
現金及び預金 ¥�7,418 ¥�7,418 ¥� ー ¥� 7,516 ¥� 7,516 ¥� ー $� 89,212 $� 89,212 $� ー
受取手形及び売掛金 32,086 32,086 ー 16,666 16,666 ー 385,881 385,881 ー
有価証券及び投資有価証券：

満期保有目的の債券 304 304 0 ー ー ー 3,656 3,656 0
その他有価証券 21,148 21,148 ー 11,305 11,305 ー 254,336 254,336 ー

資産計 ¥�60,956 ¥�60,956 ¥� 0 ¥�35,487 ¥�35,487 ¥� ー $�733,085 $�733,085 $� 0
負債
支払手形及び買掛金 ¥�11,451 ¥�11,451 ¥� ー ¥� 6,087 ¥� 6,087 ¥� ー $�137,715 $�137,715 $� ー
短期銀行借入金 45,172 45,172 ー 18,550 18,550 ー 543,259 543,259 ー

負債計 ¥�56,623 ¥�56,623 ¥� ー ¥�24,637 ¥�24,637 ¥� ー $�680,974 $�680,974 $� ー
デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの ¥� 800 ¥� 800 ¥� ー ¥� 1,586 ¥� 1,586 ¥� ー $� 9,621 $� 9,621 $� ー
ヘッジ会計が適用されていないもの 728 728 ー 418 418 ー 8,755 8,755 ー

デリバティブ取引計（※） ¥�1,528 ¥�1,528 ¥� ー ¥� 2,004 ¥� 2,004 ¥� ー $� 18,376 $� 18,376 $� ー

（※） デリバティブ取引により生じた正味の債権・債務は、純額で表示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
現金及び預金について、預金の一部は預入期間1年以内の定期預金であり、従ってその時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額によっております。
受取手形及び売掛金について、そのほとんどは短期に決済されるものであり、従ってその時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額によっております。
有価証券及び投資有価証券について、株式は取引所の価格によっております。
支払手形及び買掛金について、そのほとんどは短期に決済されるものであり、従ってその時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額によっております。
短期銀行借入金について、そのほとんどは資金繰計画を踏まえ1ヵ月以内に返済されるものであり、従ってその時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿

価額によっております。

（注2）時価を算定することが著しく困難と考えられる金融商品は次のとおりです。
単位：百万円 単位：千米ドル

2011 2010 2011
非連結子会社に対する投資 ¥� 220 ¥� 356 $� 2,646 
関連会社に対する投資 1,375 669 16,536
非上場株式に対する投資 550 608 6,615
投資事業有限責任組合への出資 89 92 1,070

合計 ¥� 2,234 ¥� 1,725 $ �26,867
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

19. 事業構造改革費用
2011年3月31日終了年度における事業構造改革費用は、主に組織再編に伴う事務所移転費用が含まれております。また2010年3月31日終了年度における

事業構造改革費用は、早期退職制度及び事業所の統廃合に係る費用が含まれております。

20. 関連当事者情報
2011年3月31日終了年度における関連当事者との取引は次のとおりです。

種類 会社等の名称 所在地 資本金又は出資
金（千ユーロ） 事業の内容 議決権等の所有

（被所有）割合（％）
関連当事者と

の関係 取引の内容 取引金額
（百万円）

取引金額
（千米ドル）

関連会社 MG Finance 
GmbH 独国 €4,950 ファイナンス及

びリース業 33.0% 当社製品の
販売 債務保証 ¥2,281 $27,432

（※）�MG Finance GmbHの借入金に対する債務保証2,281百万円（27,432千米ドル）のうち、1,140百万円（13,710千米ドル）は別途再保証を受けて
おり、実質的には1,141百万円（13,722千米ドル）となります。

2010年3月31日終了年度において関連当事者との取引はありません。

21. 包括利益
2010年3月31日終了年度における包括利益は次の

とおりです。
単位：百万円

2010年3月31日終了年度における包括利益
親会社株主に係る包括利益 ¥ （34,773）
少数株主に係る包括利益 （743）

計 ¥ （35,516）

単位：百万円
2010年3月31日終了年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 ¥ 565 
繰延ヘッジ損益 （259）
為替換算調整勘定 （377）
持分法適用会社に対する持分相当額 （9）

計 ¥ （80）

（注3）満期のある金銭債権及び有価証券の2011年3月31日後の償還予定は次のとおりです。
単位：百万円 単位：千米ドル

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
預金 ¥� 7,411 ¥� ー ¥� ー ¥� ー $� 89,128  $� ー $� ー $� ー
受取手形及び売掛金 31,797 289 ー ー 382,405 3,476 ー ー
有価証券及び投資有価証券：
　満期保有目的の債券 101 203 ー ー 1,215 2,441 ー ー

合計 ¥�39,309 ¥� 492 ¥� ー ¥� ー $�472,748 $� 5,917 $� ー $� ー
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22. 連結キャッシュ・フロー計算書の追加情報
（非資金取引）
�当社及び連結子会社が2011年及び2010年3月31日終了年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ306
百万円（3,680千米ドル）、4,451百万円であり、2011年3月31日終了年度における資産除去債務の額は62百万（746千米ドル）であります。

（新たな連結子会社の取得）
�当社が2010年3月31日終了年度に株式の取得により新たに
株式会社マグネスケールを連結したことに伴う連結開始時の
資産及び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得の
ための支出（純額）との関係は、次のとおりであります。

単位：百万円
2010

流動資産 ¥�4,490
固定資産 2,355
のれん 1,667
流動負債 （2,149）
固定負債 （306）
　　株式の取得価額 6,057
現金及び現金同等物 733

　　差引：マグネスケール社取得のための支出 ¥�5,324

23. 1株当たり情報
2011年及び2010年3月31日現在ならびに同日をもって終了

した年度の1株当たり情報は次のとおりです。
単位：円 単位：米ドル

2011 2010 2011
1株当たり情報

純資産 ¥ 848.74 ¥ 870.57 $ 10.21 
当期純利益又は損失：

基本的 11.83 （363.87） 0.14
潜在株式調整後 11.62 ー 0.14

配当金 20.00 20.00 0.24

1株当たり純資産額は、株主に配当可能な純資産と、期末発行済株式数に基づいて算出しております。
また、1株当たり当期純利益は、普通株主に帰属する純利益と、当該年度の加重平均発行済株式数に基づいて算出し、また、潜在株式調整後一株当たり

当期純利益は、ストック・オプションの権利行使による潜在株式の発行による影響を考慮した後の普通株主に帰属する純利益と当該年度の加重平均発行済
株式数に基づいて算出しております。なお、2010年3月31日終了年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの
1株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。
1株当たり配当金は当該各年度に係るものとして取締役会が提案した金額です。
2011年3月31日終了年度において希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要
提出会社のストック・オプションとしての新株予約権２種類（新株予約権の数 12,960個）
連結子会社のストック・オプションとしての新株予約権１種類（新株予約権の数 551個）
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

24. セグメント情報
2011年3月31日終了年度のセグメント情報

（1）報告セグメントの概要
2011年3月31日終了年度より、セグメント情報の開示は新会計基準に基づいた報告セグメントによっております。
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会・執行役員会が経営資源の配分の

決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社グループは、主に工作機械等を生産・販売しており、
国内においては当社及び連結子会社が、海外においては各地域をそれぞれ独立した現地法人が担当しており、取り扱う製品について各地域の包括的な
戦略を立案し、事業活動を展開しております。
したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「米州」、「欧州」、「中国・アジア」の

４つを報告セグメントとしております。

（2）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、注記2.「重要な会計方針の要約」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、

営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格を勘案して決定された金額に基づいております。

（3）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報
2011年3月31日終了年度における報告セグメント情報は次のとおりです。

単位：百万円
2011

日本 米州 欧州 中国・アジア 計
売上高

外部顧客への売上高 ¥�44,531 ¥�29,696 ¥�25,912 ¥�20,289 ¥�120,428
セグメント間の内部売上高又は振替高 58,138 1,977 1,374 1,396 62,885
合計 ¥�102,669 ¥�31,673 ¥�27,286 ¥�21,685 ¥�183,313

セグメント利益 （損失） ¥� 754 ¥� （125） ¥� （382） ¥� 37 ¥� 284
セグメント資産 ¥�139,413 ¥�19,430 ¥�29,707 ¥� 6,415 ¥�194,965
その他の項目

減価償却費 ¥� 5,337 ¥� 686 ¥� 485 ¥� 127 ¥� 6,635
のれんの償却額 ¥� 367 ¥� 154 ¥� 11 ¥� 5 ¥� 537
持分法適用会社への投資額 ¥� 297 ¥� ー ¥� 502 ¥� 496 ¥� 1,295
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 ¥� 4,269 ¥� 152 ¥� 138 ¥� 22 ¥� 4,581

単位：千米ドル
2011

日本 米州 欧州 中国・アジア 計
売上高

外部顧客への売上高 $� 535,550 $� 357,138 $� 311,629 $� 244,005 $�1,448,322
セグメント間の内部売上高又は振替高 699,194 23,776 16,525 16,789 756,284
合計 $�1,234,744 $� 380,914 $� 328,154 $� 260,794 $�2,204,606

セグメント利益 （損失） $� 9,067 $� （1,503） $� （4,594） $� 445 $� 3,415
セグメント資産 $�1,676,644 $� 233,674 $� 357,270 $� 77,150 $�2,344,738
その他の項目

減価償却費 $� 64,185 $� 8,250 $� 5,833 $� 1,528 $� 79,796
のれんの償却額 $� 4,414 $� 1,852 $� 132 $� 60 $� 6,458
持分法適用会社への投資額 $� 3,572 $� ー $� 6,037 $� 5,965 $� 15,574
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 $� 51,341 $� 1,828 $� 1,660 $� 264 $� 55,093
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新会計基準適用後の、2010年3月31日終了年度における報告セグメントごとの売上高、損失、資産、その他の項目の金額に関する情報は次のとおりです。

単位：百万円
2010

日本 米州 欧州 中国・アジア 計
売上高

外部顧客への売上高 ¥� 19,086 ¥� 17,398 ¥� 20,577 ¥� 9,342 ¥� 66,403
セグメント間の内部売上高又は振替高 34,585 1,917 797 741 38,040
合計 ¥� 53,671 ¥� 19,315 ¥� 21,374 ¥� 10,083 ¥�104,443

セグメント利益 （損失） ¥�（19,541） ¥�（2,395） ¥�（5,389） ¥� （786） ¥�（28,111）
セグメント資産 ¥�132,594 ¥� 17,034 ¥� 23,811 ¥� 3,827 ¥�177,266
その他の項目

減価償却費 ¥� 5,868 ¥� 638 ¥� 640 ¥� 140 ¥� 7,286
のれんの償却額 ¥� 33 ¥� 167 ¥� 138 ¥� 5 ¥� 343
持分法適用会社への投資額 ¥� 530 ¥� ー ¥� 59 ¥� ー ¥� 589
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 ¥� 6,010 ¥� 574 ¥� 176 ¥� 40 ¥� 6,800

（4）セグメント利益（損失）と連結損益計算書における
営業利益（損失）の差異調整
セグメント利益（損失）と連結損益計算書における

営業利益（損失）の差異調整は、次のとおりです。

営業利益
単位：百万円 単位：千米ドル

2011 2010 2011
セグメント利益（損失） ¥� 284 ¥ （28,111） $� 3,415
未実現利益の消去 36 1,178 433
連結損益計算書における営業利益（損失） ¥� 320 ¥�（26,933）$� 3,848

（5）セグメント資産と連結貸借対照表における資産合
計額の差異調整
セグメント資産と連結貸借対照表における資産

合計額の差異調整は、次のとおりです。

資産
単位：百万円 単位：千米ドル

2011 2010 2011
セグメント資産 ¥�194,965 ¥� 177,266 $�2,344,738
全社資産 17,320 8,616 208,298
未実現利益に係る調整額 （2,635） （2,670） （31,690）
セグメント間取引の消去 （37,700） （39,045） （453,397）
連結貸借対照表における資産 ¥�171,950 ¥� 144,167 $�2,067,949

関連情報
（1）製品及びサービスごとの売上

2011年3月31日終了年度における単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）地域ごとの情報
　（a）2011年3月31日終了年度における売上高は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011

日本 アメリカ合衆国 その他米州 欧州 中国・アジア 合計 日本 アメリカ合衆国 その他米州 欧州 中国・アジア 合計
¥� 44,531 ¥� 25,564 ¥� 4,132 ¥� 25,912 ¥� 20,289 ¥�120,428 $�535,550 $�307,445 $� 49,693 $�311,629 $�244,005 $�1,448,322

（注）�売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域ごとに分類しております。

　（b）2011年3月31日現在の有形固定資産は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
2011

日本 米州 欧州 中国・アジア 合計 日本 米州 欧州 中国・アジア 合計
¥�40,924 ¥� 5,090 ¥� 7,717 ¥� 690 ¥�54,421 $�492,171 $�61,215 $�92,808 $� 8,298 $�654,492

　（c）2011年3月31日終了年度における主要な顧客ごとの情報は次のとおりです。

顧客の名称又は氏名 売上高（単位：百万円） 売上高（単位：千米ドル） 関連するセグメント名
Ellison Technologies, Inc. ¥14,841 $178,485 米州
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財務情報 （連結財務諸表注記　2011年3月31日）

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
2011年3月31日終了年度における報告セグメントごとののれんの償却額及び2011年3月31日現在の未償却残高は次のとおりです。

単位：百万円 単位：千米ドル
日本 米州 欧州 中国・アジア 合計 日本 米州 欧州 中国・アジア 合計

当期償却額 ¥� 367 ¥� 154 ¥� 11 ¥� 5 ¥� 537 $�4,414 $�1,852 $� 132 $� 60 $�6,458
当期末残高 1,433 37 106 ー 1,576 17,234 445 1,274 ー 18,953

新会計基準適用前の2010年3月31日終了年度における当社及び連結子会社の所在地別セグメント情報は次のとおりです。

単位：百万円
2010

日本 米州 欧州 アジア・オセアニア 計 消去 連結
外部顧客に対する売上高 ¥� 28,293 ¥� 16,041 ¥� 20,158 ¥� 1,911 ¥� 66,403 ¥� ー ¥� 66,403
内部売上高 22,302 1,917 797 742 25,758 （25,758） ー
売上高計 50,595 17,958 20,955 2,653 92,161 （25,758） 66,403
営業費用 73,211 17,277 26,344 3,440 120,272 （26,936） 93,336
営業利益（損失） ¥�（22,616） ¥� 681 ¥� （5,389） ¥� （787） ¥�（28,111） ¥� 1,178 ¥�（26,933）

資産 ¥� 134,798 ¥� 16,803 ¥� 23,647 ¥� 3,260 ¥� 178,508 ¥�（34,341） ¥� 144,167

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める工作機械事業の割合が、いずれも90％超であるため、
2010年3月31日終了年度の事業の種類別セグメントの情報を省略しております。
海外売上高（当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域の売上高）は、2010年3月31日終了年度では47,317百万円であり、連結売上高に占める海

外売上高の割合は71.3％でした。

25. 後発事象
（1）利益処分

2011年3月31日終了年度の当社の利益処分は、2011年
6月14日開催の定時株主総会において、次のとおり承認
されました。なお、2011年3月31日終了年度の連結財務諸表
には、この利益処分を反映させておりません。

単位：百万円 単位：千米ドル
1株当たり10円（0.12米ドル）の期末配当金 ¥� 1,106 $� 13,301 

（2）新株発行引受
当社及び当社の100％子会社であるMori Seiki　International　SAは2011年3月25日開催の取締役会において、業務・資本提携先である独国

GILDEMEISTER　AG（以下、ギルデマイスター社）が2011年3月24日に決議した総発行株式数の20％の新株発行につき、株主としての権利を行使し、
新株を引き受けること及び株主割当に際して生じうる失権株を含めて、ギルデマイスター社の総発行株式数の20.1％を限度として同社株式を総発行株式数
の20.1％まで追加取得を行うことを決議いたしました。この決議に基づき、2011年4月14日及び15日に同社の株式を総発行株式数の20.1％まで追加取得いたし
ました。この結果同社は2012年3月31日終了年度より持分法適用関連会社となる予定です。

（a）新株発行引受の目的
当社グループとギルデマイスター社は2009年3月23日に業務・資本提携を開始し、共同販売、・サービス、生産、調達、開発、ファイナンスの各分野に

おいて順調な協業関係を築いてきました。提携も3年目を迎え、更なる関係強化、販売の拡大、同社の財務体質の強化を図るために同社による新株発行を
引き受けるものであります。

（b）新株発行引受の概要
引受株式の種類、数及び払込金額
引受株式の種類: 普通株式
引受株式の数: 5,256,117株
払込金額: 85,944,103ユーロ （10,100百万円、121,467千米ドル）
払込期日
2011年4月14日及び15日
引受後の所有株式数
12,093,817株（持株比率20.1％）

（c）資金調達方法
銀行借入

ANNUAL REPORT 201168



財務諸表（独立監査人の監査報告書）

本アニュアルレポートの記載は、英文のアニュアルレポートを日本語に翻訳したものであります。英文アニュアルレポートの財務情報については、英文の
監査報告書が添付されており、その日本語訳は次のとおりです。

株式会社森精機製作所
取締役会　御中

　我々は、添付の株式会社森精機製作所及び連結子会社の、すべて円で表示された2011年3月31日及び2010年
3月31日現在の連結貸借対照表、並びに同日をもって終了した各連結会計年度の連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書、並びに2011年3月31日をもって終了した連結会計年度の連結包括
利益計算書について監査を行った。これらの財務諸表の作成責任は経営者にあり、我々の責任は我々の監査に基づいて
これらの財務諸表に対する意見を表明することにある。

　我々は、日本において一般に公正妥当と認められた監査の基準に準拠して監査を行った。これらの監査の基準は、
財務諸表に重要な虚偽の記載がないかどうかの合理的な保証を得るために、我々が監査を計画し実施することを求めて
いる。監査は、財務諸表上の金額及び開示の基礎となる証拠を試査によって検証することを含んでいる。さらに監査は、
経営者が採用した会計原則及び経営者が行った重要な見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討する
ことを含んでいる。我々は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　我々は、上記の財務諸表が、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して、株式会社森精機製作所
及び連結子会社の2011年3月31日及び2010年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了した各連結会計
年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報
　注記25（2）に記載のとおり、会社及び会社の100%子会社である　Mori Seiki International SAは、2011年3月
25日開催の取締役会決議に基づき、2011年4月14日及び15日にGILDEMEISTER AGの株式5,256,117株（10,100
百万円）を銀行借入により取得した。この取得により、会社及びMori Seiki International SAはGILDEMEISTER AG
の株式を20.1%所有することになり、同社は2012年3月31日をもって終了する連結会計年度より持分法適用関連会社
となる予定である。

　添付の連結財務諸表に記載されている2011年3月31日に終了した連結会計年度に関わる米ドル金額は、単に便宜
のために表示されている。我々の監査は円金額の米ドル金額への換算を含んでおり、我々はこの換算が注記1に記載
された基準に従って行われているものと認める。

新日本有限責任監査法人

日本、大阪
2011年6月14日
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株式情報（2011年3月31日現在）

株式会社 森精機製作所

創立
1948年10月26日

上場証券取引所
東京及び大阪証券取引所市場第一部上場

決算期
年1回、3月31日

発行する株式の総数
200,000,000 株

発行済株式の総数
110,601,493 株（自己株式7,873,819株を除く）

株主数
48,380 名

大株主

株主名 持株数（千株） 議決権比率（％）

森　雅彦 4,615 4.18
ギルデマイスター  アーゲー（常任代理人 クレディ・スイス証券株式会社） 4,427 4.01
ザ バンク オブ ニューヨーク-ジャスディック トリーティー アカウント 
（常任代理人  株式会社みずほコーポレート銀行決済営業部） 4,327 3.92

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,904 3.53
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,829 3.47
野村信託銀行株式会社（信託口） 3,041 2.75
全国共済農業協同組合連合会 
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 2,950 2.67

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社） 2,466 2.23

森　智恵子 2,287 2.07
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 
（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 2,190 1.98

所有者分布状況 ［単位：千株］

外国法人等
（個人以外）
193名
［26,275］外国法人等（個人）

16名
［334］

金融機関
69名
［27,270］

100万株以上
16名
［48,153］

50万株以上
17名
［11,716］

5百株以上
6,519名
［3,873］

5百株未満
29,560名
［5,320］

5万株以上
60名
［3,817］

10万株以上
72名
［15,556］

個人・その他
47,751名
［50,075］

金融商品取引業者
40名

［1,453］

自己名義株式
1名
［7,873］

その他の法人
310名
［5,191］

1万株以上
468名
［7,684］

5千株以上
832名
［5,048］

1千株以上
10,836名
［17,304］

外国法人等
（個人以外）
193名
［26,275］外国法人等（個人）

16名
［334］

金融機関
69名
［27,270］

100万株以上
16名
［48,153］

50万株以上
17名
［11,716］

5百株以上
6,519名
［3,873］

5百株未満
29,560名
［5,320］

5万株以上
60名
［3,817］

10万株以上
72名
［15,556］

個人・その他
47,751名
［50,075］

金融商品取引業者
40名

［1,453］

自己名義株式
1名
［7,873］

その他の法人
310名
［5,191］

1万株以上
468名
［7,684］

5千株以上
832名
［5,048］

1千株以上
10,836名
［17,304］

所有株式数別分布状況 ［単位：千株］

投資家窓口

株式会社 森精機製作所 （IR課）

〒108-6018 東京都港区港南2丁目15番1号
品川インターシティA棟18階
TEL.03-5460-3570

株主名簿管理人

三菱UFJ信託銀行株式会社 （大阪証券代行部）

〒541-8502 大阪市中央区伏見町3丁目6-3
TEL.０１２０-０９４-７７７（通話料無料）
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スポンサー付き 米国預託証券（ADR）プログラム設立

ひと目でわかる！ 森精機

森精機では、米国預託証券（ADR）プログラムを設立し、２００６年１月２６日（米国東部時間）より、当社
株式はADRの形態にて米国で流通が可能となりました。

１. ADRプログラム設立の目的
米国資本市場における投資家の利便性を高め、投資形態の選択肢を広げることにより、新規投資家の
開拓および投資家層の拡大を図ることを目的としています。このようなスポンサー付きプログラムは、
工作機械業界では当社が初めてとなります。

２. ADR プログラムの詳細
（１） ADRプログラムの種類：スポンサー付きLevel-１
（２） 売買市場：米国店頭市場
（３） 売買開始日：２００６年１月２６日（米国東部時間）
（４） 原株との交換比率： １ADR＝原株１株（１：１）
（５） 米国証券コード（CUSIP）： ６１７５７８１０９
（６） Ticker Symbol：MRSKY
（７） 預託銀行：ニューヨークメロン銀行 

	 The bank of New York Mellon 
	 Tel: +1 （201） 680-6825 
	 U.S. toll  free: 888-269-2377 （888-BNY-ADRS） 
	 URL: http://www.adrbnymellon.com
（８） 原株保管銀行：株式会社三井住友銀行

四半期ごとに当社の業績や主要ハイライトがA4ワンシートでわかるPDFをホームページで
公開しています。

※１.ADRとは
ADRとは、American Depositary Receiptの略で、外国企業が原株式に代えて米国での流通を可能にする、
ドル建ての譲渡可能記名式証券です。米国人投資家の外国株式への投資を容易にするものであり、原株式は
発行企業の本国で保管（預託）され、その原株式に基づき米国の預託銀行がADR の発行を行います。

※２.ADRの分類と情報開示について
ADRには、新株の発行を伴うかどうか、あるいは米国の株式市場に上場するかまたは非上場かなどで、レベル
１～３に分かれています。レベル１は、新株の発行はしないものの、外国企業が米国市場で証券の流通を
可能にする簡便な方法であり、上場を伴わないため証券会社の店頭にて取引が行われます。SECに対して
１９３４年米証券法のRule１２g３-２（b）という開示免除申請をすることで日本国内の開示基準に準じた
開示でADRの発行を行うことができます。また、SECにおいて開示情報は英文にてファイルされるため、
米国外の非日系投資家などの投資も行いやすくなるといえます。

※３.スポンサー付きADRについて
原株式の発行企業（スポンサー）が特定の預託銀行と預託契約を結び、発行体、預託銀行、投資家の権利義務
を明確化したうえで預託銀行が発行するADRです。これに対してスポンサーなしADRは、投資家の要請に
基づいて預託銀行が発行するADRで、原株式の発行企業は何ら関与しません。
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